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地熱調査

の今後の

方向

1.地熱資源のポテンシャル

地熱をエネルギｰ資源とみてその調査･開発を国の

立場で考えて行く上にはまずそれがどれ位のポテンジ

ャノレを持っているものかそしてまたどれ位の開発可能

量が期待できるものか校とを見つもることが必要であ

る.

見つもられた量に応じてエネルギｰ資源としての位

置づけがなされそれに対応する方策が立てられるべき

ものであろう.しかしなカミらこの見つもりの問題は

現状では仲麦の難問である.困難さはわが国において

だけの問題でたく地熱資源をもつ諸外国においても全

く同様のようで結局合理的租見つもりの方法が今のと

ころなく見つもり結果は諸説ふんぷんというのが偽ら

ざるところといえる.現在までのところわが国におい

てはおもに2種の数字が提出され流布されている.

これは経済企画庁のエネルギｰ研究会における試算と

日本地熱調査会の研究会における諸氏が提出した試算に

よるものである｡わが国の地熱資源を地熱発電に利用

する場合の最大可能量として1つは1億数千万kWと

する見つもりがある.今1つはこれより1桁小さい

!～2千万kWとする見つもりである.

それではこれらの見つもりの根きょはどんなところに

あるのだろうか.上記各研究会の報告からそれをみて

みよう.最初の数字は次のような考察からえられた

ものである.現在の地熱発電の方式はそのほとんど

一の量が起源を天水とする天然蒸気を利用するものである.

したがって現在の方式をとるかぎり熱源の規模がどん放

に大きなものであっても最大開発可能量をきめるもの

は結局水の量そのものと抵る.日本列島に現在みられ

る温泉･地熱現象の分布から次の6地区を地熱地域の

分布するところとする.そしておのおのの大略の面積

を次のように算出する.
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北海道東部(知床半島から川湯･アトサヌプリなど阿寒

にかけて)5,000km2.

北海道南部(登別から駒ケ岳周辺にかけて)2,500km2

東北地方(八幡平から鬼首にかけて)6,000km2

中部地方(箱根･伊豆地方)2,500k皿2

九州北部(別府から阿蘇にかけて)5,000k皿2

九州南部(指宿桜島および南西諸島)5,000km2

馬場健三

以上の面積の総和は26,000k皿2となる.

現在の技術で経済的に利用しうる地下の蒸気存在深度

を1.5km･までとしさらに地表からこの深度までをな

している岩石･地層の孔隙率を一様に10%と仮定する.

この孔隙を熱水がみたしておるものとししかも30年経

過するとこれカミすっかりまた新しい天水で置き代わる

ような利用を行なうことによって自然のバランスがと

れるものと仮定する.つまりこれを30年間で使うこと

を考える.このような大だんだ仮定をもとにして熱水

のもつ熱エネルギｰを電力換算すると12億kW相当に

なる.しかしこの場合電力に転換する際の変換効率

が考慮されていない.この効率を12%とすると値は一

挙に12億kWの12%すなわち1億4千万良Wとなる.

これが最大可能量の1つの算出根きょである.この算

出根きょについては批判すべき点がたくさんある.

面積の見つもりが過大にすぎないだろうかユ.5長mの

深度まで10労の孔隙率とした点は大きすぎ恋いだろうか

30年のサイクルは適当かなどが早速にでる疑問である.

第2番目の1～2千万kWの見つもりの根きょにはい

ろいろ異たった方法があるがそのうち2つを紹介する.

①岩手県岩手郡松羅榊こある松川地熱発電所(2孤W).ヨや知)建

物内にタｰビン発電機がおさめられてある.電気は左手の送電線

を通じ写真にははいっていないが変電所に送られる.�



第1表
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その1つは日本の火山の地下に現存すると考えられ

るマグマ溜りについての考察に基づくものである.日

本には第四紀の火山が200個位あり1つの火山に1つ

のマグマ溜りが存在するとしその大きさを深度10km

半径5k皿厚さ5しmの円筒形とする.200個の火山が

過去10万年間に生成されだとすると500年の間隔で1

つのマグマ溜りが出現している勘定になる.マグマ溜

りは出現以来一定の割合で冷却して行くものと仮定し

さらにいろいろの仮定を加え結局現存するマグマ溜り

の保有する熱エネノレギｰを6×!021ca1と見つもりこの

熱エネノレギｰを発電のため5,000年で消費するとし発

電の効率を12%とおくと2,000万kWという数字がえ

られる.

今1つの見つもりは雨量に着目して今年間降雨

量を平均1,600㎜mとし先の日本の火山地域26,000km･

を対象としそのうち10劣がその面積の地下の地下

水と在ると仮定するそしてこれが地中で加熱され地

熱資源になるとする･26,O00km2の面積の地下ででき

る地熱流体の量は年間40億トンとなりこのうちたと

えば30%を採取利用できるとすると発電量に換算し

て(電力変換の効率はここでは考えられていない)1,200

万良Wに征る.これらの見つもりの方法にも批判すべ

き点がたくさんある.

ともあれ各仮定の妥当性には多くの問題があるものの

地熱資源の大まかな評価を見る役割はこれらの見つもり

がはたしていると考えてよいであろう.

しかしながらこれらの見つもりにはあき足りないも

のがあることは当然であり今後見つもりの精度を高め

る努力が必要であることは論をまたない.それには見

つもり方法の吟味とそれに合った調査デｰタの集積が求

められる.見つもりをさらに精ちのものにするにはど

うしたらよいだろうか.それには結局は地熱地域の熱

水系をあきらかにするということにつきよう.天水が

地下深処に濠透し加熱されさらには地下のより深処か

ら火山性蒸気･ガスなどの供給をえてそして自然に地

表上に湧出し温泉や噴気などの地熱現象をもたらす

このシステムを熱水系とよぶ.

一つの地域に年間どれ位の雨量がありそのうち地下

水として地下に濠透して行くものはどの程度であろうか.

地表に放出される流体の量そしてそれに伴う熱量と岩

石の熱伝導により地表上に運び出される熱量との相で表

わされる自然放熱量がそれぞれどれだけか.そのよう

匁システムを維持する地下の熱的構造はどのようなもの

か.以上の点に関する調査と考察から各地域の地下

の熱的構造をより精ちのものとし次に坑井掘さくによ

ってどの程度の地熱の開発が可能かを考えることが必要

である.当然のことだから地熱地域の熱水系の解明と

さらには地下の熱的構造の知識をうることが今後の地

熱開発可能量の見つもりには是非とも必要なことであり

地熱開発を発展させて行くためにこのような考えにそ

った調査を押しすすめて行くことが必要である.

水の量がその最大利用可能量を限定することは先にもの

べた通りである.しかし地殻中に存在する熱エネノレギ

ｰはばく大なものである.活火山が地中に保有する熱

量のぼう大さは容易に予想できるものである.これは

利用できないものだろうか.このような考えは現在の

ところアメリカとわが国の一部の人々の間にある.カ

リフォノレニア大学の報告書中でR･W･R駆氏は最

近このような意味での地熱エネルギｰの大きさについて

興味あるレポｰトを発表した.まずその一部を以下に

②秋田県鹿角市大沼温泉近くの地熱地域.三菱金属鉱業(株)が開

発中.右手の建物は建設申の発電所と冷却塔.中央は生産井掘

さく中､�



紹介することとしよう.

地殻中の高温岩体の保有する熱エネルギｰの採取利用

を考える.北ニュｰメキシコのJemezMOmtainとし

て知られた火山を例として700･n深度までの測定温度

勾配180.c/kmそして岩石の比熱｡.2ca1/｡C/9m密

度2.759/ccなどの仮定をし地下の高温岩体の保有す

る熱量が次のように見つもられた(第1表).利用の際

の動作温度の下限を10ぴCすなわち各温度の10ぴC

との差を利用できる熱量とし全熱量の見つもりが行な

われ6km深度までの総計として8.48×10牝a1の値が

えられた.電力変換の際の効率を14%とすると1.19

x1020ca1となる.この熱量は158,000メガワツト×

100年す荏わち約ユ.6億しW100年分に当る.アメ

リカ合衆国内(アラスカ･ハワイを含め)の火山すべて

を勘定の対象とすると4×166メガワット･センチュリ

ｰというおそらくアメリカが数世紀間使用するエネノレギ

ｰに見合う程度の量ということになる.これは火山地

域の見つもりであるカミそれ以外にも高温岩体が存在す

るところカミ考えられる.アメリカ西部の地殻熱流量の

多いところを合計すると2.7×106k叫2となる.この

地域の5%の面積の地域の深部に高温岩体および所によ

ってはそれに加えて地熱流体の存在が期待できるとする.

対象とする地層の厚さ3km一で平均温度30ぴCとし先

の場合と同じく10ぴC降下までの熱量を見つもりの対象

とすると2.7x106km2×0.05×3km=0,405x1021cm3が

高温岩体の体積である.先の例と同じようにして保有

されている利用可能熱量を見つもると電力変換効率を

やはり14%として8x106メガワット･センチュリｰを

うる･先の火山の熱量と合計すればアメリカの地熱

資源は12×106メガワット･セ1/チニリｰということに

なる.す荏わち120億kW100年分ということである.

深部開発新地域の発見などがあればこの量はさらに大

きくなりウラニウムやトリウムのエネノレギｰ資源より

大きいものと見ることができるとのことである.

さてここで見つもられた高温岩体中の熱は･一体どの

ようにして電力に変換できるだろうか.

この種の研究はアメリカの原子力エネルギｰ委員会に

よって支援されてカリボノレニア大学のロスアラモス科

学研究所(LosA1amosScienti丘｡Laboratory)で行な

われていると伝えられている.考えられている方法は

非常に簡単で2本の坑井と熱交換器そしてタｰビン発

電機および空冷の冷却塔を一つの単位とするものである.

坑井の1つは水の注入井で8,000～20,000フィｰト深度

を考える温度は170～30ぴCとなろう.もう1つの

坑井は約3,O00フィｰト深度のもので注入された水が

地熱をえてこの坑井からとり出されることが考えられる.

高温岩体中にはまず坑井を利用して水圧を利用する方

法でわれ目か作られる(いわゆるhydrau1icfractu工ing)

そして両方の坑井間がわれ目を通じてつながるようにな

る.えられる高温流体は熱交換器中でタｰビンを作動

する流体(たとえばフレオン)に熱を与え再び冷水とし

て注入井中にもどるという閉サイクルをとる.この

方式に従えば環境汚染の難問題はきわめて小さいことに

たる.

ロスアラモスの研究所の試算ではこのシステムで

しWあたりの設備価格は窃180～245という安いものに

なるとのことである.

現在のところ高温岩体の熱開発のこの新しい地熱発

電は従来の地熱発電より高くつく見込みであるが原

子力発電よりは安く行けそう荏見通しであるといわれて

いる.以上がR駆氏の所論であり原子力発電がかか

える環境問題を考慮するとこの発電方式も十分検討に

価いするではないかというのがアメリカの関係者のい

い分であろう.

アメリカと比較すると全国土的に火山･地熱地域の分

布を持つわが国では当然同じ考えが成立するものであ

りアメリカにおけるこの研究の今後の展開にはれわわ

れも大きな注目をよせている.

筆者は先に本誌に(No.21447.6)新しい地熱発電

として日本における動向を紹介し加えてアメリカにお

ける核爆発を利用した新しい地熱発電方式について紹介

した.アメリカからこの種の研究動向カミもたらされた

のはここ1～2年のことであり実は全く同様なことが

日本でも考完られアメリカにおける研究とは独立に議

論されていたのである.それ添先に紹介したものであ

③岩手県岩手郡雫石町地内の滝の上地熱地域における地熱調査井掘さ

く現場.蒸気が出ているのは掘さく泥水の冷却設備である.

優勢松地熱エネノレギｰがこの地下に埋ぞうされている.新技術開

発事業団が当地域の地熱開発に関して今度7億6千万円の融資を

行ない周本重化学工業(株)が開発を進行中.�
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第1図

アリュｰシャン列島の西限探査価附のある地域

アメリカの地熱地域分布図(アラスカ)

るが火山発電と名づけられた方式である.すでに紹

介したので詳述はさけるが日本電機工業会にてこの問

題についての研究会が持たれ火山の噴気の直接利用

地熱地域をもたない火山に坑井掘さくとそれを通じての

注水による人工地熱地域の造成などの方式が議論され

た.しかしそれらの方式について調査･テストを加え

る仕事はなされず単なるアイデア提起だけにとどまり

研究が進んでいないのが現状でありこの分野について

はスタｰトはアメリカと同じであったカミわが国では現

在中断という状態である.

地熱資源の評価を高温岩体の保有する熱エネルギｰに

ついて行なうことも非常に大切なこととなろう.アメ

リカの先の見つもりも批判すべき点カミたくさんあるが

アメリカの例はさておきわが国に関する調査を前進さ

せることが新しい地熱開発をすすめる上に望まれること

である.たとえば本邦の地下深部の温度分布を調べる

ための仕事がまず必要となってこよう.その上わが

国においても今後高温岩体の熱利用の新発電方式の検討

を発展させることも必要なことと考えられる.

3.アメリカのKGRA

1970年12月にアメリカでは地熱蒸気法が施行された.

この法律にしたがってKnownGeotherma1Resources

Areaが指定されアメリカの地質調査所から公表が放

されている.これはアメリカ地質調査所のCircu1ar647

として出版された.それにしたがってここに簡単に

説明する.KGRAはその意味の通り｢既知の地熱資

源地域｣でありそれは内務長官の意見からみて地熱

蒸気またはそれに伴う地熱資源の採取のための探鉱に経

験のある人をしてその目的のため金銭の出費を保証す

るほど十分良好と信ずるに足る地質近辺の発見競

争上の利益または他の兆候がある地域をいう.

1～3図にKGRAが黒
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第2図アメリカの地熱地域分布図(西海岸)
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第3図アメリカの地熱地域分布図(前回の東部)

くぬりつぶして示されさ

らに探査価値カミある地域

が白いわくで囲まれて表示

されてある.ただしこれ

らはすべて公有地内に関す

るものである.1図はア

ラスカと周辺の列島に関す

るものであり数字で1

2と表示された2カ所が現

在のところKGRAとされ

ているわけである.2図

はアメリカ西海岸の諸州の

ものでワシントンオレ

ゴンカリホルニアネバ

ダの諸州の公有地内の地熱

地域がしめされてある.

カリボルニアだけで14ネ

バダで13の地域カミKGRA

とされている.3図はそ

の東側のモンクナアイ�



タホ液ど8州に関するものでここではKGRAの数

は少ない.KGRAはいわば天然蒸気をうるにもっと

も有望と考えられているところでありやはりカリボル

ニアネバダの2州が圧倒的に多い.カリボルニアの

KGRAの1としるされているところが現在地熱発電

所のある有名なカイザｰである.

公有地に属するKGRAカ}競争入札にもとづいて企業

者に賃借されるとのことである.

KGRAと指定するための地質学(地球物理学および

地球化学を包含した)上のデｰタとして次の事柄カミあ

げられている.

11)珪華(Si1iceoussinter)および自然の間けつ泉は地下の熱

水系中で350T(約177℃)以上の高温であることを意味

する.一般に熱水中のSi02の量と温度とには相関カミあ

るからである.

(2)噴気孔･温泉･泥火山の温度は地下温度の最小値を与え

る.

13)温泉水のSiO･の含有量は地下の貯留層が熱水を貯留して

いる場合(蒸気でない)その温度を指示する有用匁化学

温度計である.

(4)熱水の貯留層の場合Na/Kの星もまた有用な化学温度計

になる.

(5)ほとんどの既知の優勢な地熱地域は第四紀あるいは新第

三紀の火山およびカルデラの中またはその近くにある.

(6)伝導による熱流量と地温勾配が異常に高いことは潜在し

ている貯留層の最もよいインジケｰタである.

(7)貯留層の孔隙率と濠透率も重要なパラメｰタであるがこ

れは掘さくどテストによってのみわかることである.帽

岩が存在して流体カミうまく貯溜されているようなところで

は岩石の地表付近で見られる特性カミまずそれらの評価を

与える.

(8)電気探査の比抵抗法による調査は現在のところ特に地下

に熱水として貯留されている場合地熱資源評価に使える

方法である.

(9)磁気重力室Ψ赤外線などの調査も有用匁補足デｰタを

与える.

⑩その他の地球物理的方法すなわち微小地震震動分布の

調査や電磁法や地電流法だとは今後有用な方法となろう.

以上がKGRAをきめるために考慮する地質学的諸事

項とされているものである.これらは地熱流体の探査

に関する現在の水準から見れば考えられる評価方法を

かなりよくもうらしたものといえる.

4.地質調査所の地熱調査

わが国における地熱開発研究にはたした地質調査所の

これまでの役わりをふり返ってみると昭和22年以来現

在までの期間を次のように5つの期間にわけて考える

ことカミできる.

第1期は昭和22年から26年度の期間である.こ

の時期は第2次大戦直後の深刻柱電力不足の時代であり

あらゆる種類のエネルギｰ資源の開発が国内で志向され

た.新エネルギｰ資源として地熱が着目され工業技

術院の前身である工業技術庁が中心と匁りこの新エネノレ

ギｰによる電力生産のテストが研究課題とされた.地

質調査所はそのテストの適地をえらぶ役割をに狂い結

局別府白滝地域を最適地とした.そしてここで30kW

出力の地熱発電のテストカミ行なわれわが国ではじめて

地熱発電が実現し発電にともなう諸問題カミ実際テスト

されたわけである.

第2期は昭和27～32年度の期間である.第2次大戦

中壊滅的打撃をえたイタリアのラノレゲレロの地熱発電

所が戦前規模を上まわる復興をし地熱発電に対する関

心がわカミ国でも高まって来た.この時期には地質調査

所では日本全国の地熱地域のいわばカタログ作りか行

なわれたといえよう.各地の地熱地域についての地点

名･位置･交通･簡単な地質･蒸気の性状･変質帯の規

模などを記載する仕事がなされたわけである.これは

次の時期の本格的地熱発電実現のための候補地えらびの

基礎調査とみるべきものであった.

第3期は33～40年度の時期である.ちょうどこの

時期の一年前の32年にニュrジｰランドのワイラケイ

④秋田県の有名柱玉川温泉.自然に湧出する大量の温泉水が川に流

れている.この温泉は北投石の産地としてもよく知られている,�
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調査･開発を待つ

わが国の地熱処城

_二篇和

第2表

北アルプス北部

･･北ア/レフス綱1

22帥1-

23南紀

24鶴見出石i

25九重

26阿蘇■

27雲仙

28霧島;

29薩南i

30南西諾島

地域名

1釦床

2阿寒

3大雪山

4支鏡洞爺

5駒ケ岳周辺

6恐山

7八甲出

8北八幡平

9南八幡平

10秋の富小安

11鬼首鳴子

12肘折

工3蔵王

14吾妻山周辺

15那須

16革津白根

17箱根

18伊豆諾島

工9伊豆半島

㈰

温泉名

硫賛山湯の沢

川湯アトサヌプリ和琴

層雲峡

登別昭穐新山

鹿部濁川恵山

下風呂

酸ケ湯沖浦

トロコ蕪の湯後生掛玉川藤七

乳頭滝の上網張松川

荒湯泥湯小安大湯

吹上げ官沢雄釜雌釜鳴子11仙平

肘折

i蔵王高湯

1土湯野地磐梯噴火湯

1八幡殺生ケ原五斗小崖

,草津万座発哺地獄谷

1大涌谷小涌谷湯ノ花沢

≡大島三宅島

熱海熱川谷津白閏峰下加茂

■蓮華祖母谷立I⊥1地獄谷

中房焼岳中ノ湯葛湯保

大白川岩間

湯峰川湯

別府鉄輪亀川明バン由布院

大届八丁原小松硫黄■11揺の湯

湯の谷地獄

雲仙小浜

自馬えび野新湯湯之野手洗粟野癌

指宿山川鰻

硫黄島トカラ

の地熱発電所そして34年にはアメリカのガイザｰの地

熱発電所がそれぞれ操業を開始し地熱発電がひとりイ

タリアだけで行なわれているものでなく匁った.わが

国においては岩手県の松川地域が地熱発電侯補地とされ

地質調査所において地下構造の調査蒸気の貯溜の存

在の試錐による確認などがこの時期前半に行なわれた.

この段階でこの調査結果によって地熱発電の可能性が十

分考えられたので企業(現目本重化学工業KK当時東化

工KK)がそれを計画しある期間には地質調査所と協

同研究の形をとり両者で協カして調査がなされた.そ

して企業規模の発電が可能という見通しをえたそこで

新技術開発事業団が地熱発電の企業化を事業団の仕事と

してとり上げ目本重化学工業KKにそれを依託するこ

とがなされた.ここに至ってわカ掴の地熱発電の企業

化が本格化したわけである.

第4期は4!～44年度であり4!年には松川地熱発電所

がいよいよ操業をはじめやっとわが国の地熱開発事業

も新しい時期にはいったわけである.この時期にほ地

質調査所は松川とはタイプの異なる数カ所の地熱地域を

全国よりえらび地質調査所独自の立場から各地域の

地下構造の調査地熱貯留層の確認などのいわゆる基

礎調査を行ない地熱開発の促進に役立つべく努カを行

たった.民間の各企業の地熱開発に対する関心も大い

に高まった時期ともいえる.�
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第5期は45～47年度の現在を含むごく最近の期間

である.先には全国地熱地域の基礎調査的な事業カミ手

がけられたわけであるがその後残念ながら予算ののび

はなく一方では飛躍的に増大するわカ洞の電力需要か

らみて地熱発電の役割は非常に小さいものでしかありえ

狂いという見方が根強くありしかも地熱蒸気が結局は

鉱物資源であり地下資源開発が共通にかかえる宿命的

な困難(あたることもありあたらぬこともありとい

う投機的な性質をとり去れぬこと)があるので敬遠され

カミちということからこの段階ではわずかに地質調査

所の経常研究の一環として予算規模も大幅に縮小し基

礎研究を続けているという結果になっている.

地熱発電の現存設備はここ5～6年来増加は全くな

く松川発電所(2万長W)と大岳発電所(1.3万kW)の

合計3.3万kWのままであり関係者の意気込みにかか

わらずいっこうにめざましい発展のないまま最近の年

月がすぎたといってよかろう.その理由は何故であろ

うか.最初に考えられることは先述のように発電事

業とはいえ水力発電とはことなり地下資源の開発につ

なカミるということに大きな原因があるといえよう.つ

まり地下資源開発に特有の偶然性の大きいことあたり

はずれが大きい性質を本質的にさけられない.地下資

源探査に共通する探査技術の未熱さが他種資源にもまし

て地熱探査上に存在することは話もが認めるところであ

ろう･そのため多くの企業にとってはなじめないもの

であることは当然であろう.この点をカバｰするため

に探査事業を国が政策としてとり上げることを望む声が

多い.

次に指摘される問題点は地熱資源について法律的保護

が狂いという点でもちろん地熱流体には鉱業権が設定

できない.その意味で法律的措置を望む声も強い.

電力問題の観点からみるとわが国の現有電力設備容

量は4,000万長Wを優にこすといわれておりここ数年

内に1,000戒Wのオｰダrのあるいはそれを上まわる増

設を考えていかねばならぬ立場からすれば地熱発電カミ

どの程度の可能性をもつものかをまず知りたいところで

あ･る.それがたかだか数10万kW程度のものであれば

国家的立場から国の電力行政の上からはそれほどた

いした問題のものでないということにたる.

たとえば地熱発電の可能量1,000～2,000万kWという数

字を先にかかげたカミこれは本当にどの程度の信頼性のあ

る数字なのだろうか.この点が今一つあきらかで狂い

ところに地熱発電を発展させるカの不足するゆえんと

いえよう.

さらには地熱発電と環境問題との関連についても現状

は研究不足の状態にあるといえる.

第4図は現在れわわれが考えているわが国のまず調

査に値いすると考えられる地熱地域30カ所を示したもの

である.第2表は各地域名とその中に含まれる有名な

温泉名である.この図の丸印は面積を示すものではた

く概略の地点を指示するためのものである.地質調

査所においては最近の地熱調査に関する関係方面の要望

も考慮しつつこれらの地域を対象とした地熱の基礎調

査に新しくとりかかる計画を立てている.先の3にお

けるようなアメリカのKG蛆の有望さの程度には問題

もあると考えられるがわが国においても有望地域のラ

ンクづけを行なえる方向に調査をすすめることも必要と

考えられる.そしてそれらが現在の地熱開発の停滞を

打開する役割の一端をになうであろうことを期待するも

のである.

(筆者は物理探査部探査課長)

本文には次の文献を引用した.

日本地熱調査会(昭和45年):日本の地熱資源

エネノレギｰ研究会(経企庁総合計画局)(昭和44年):エネ

ルギｰ研究会報告書
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⑤秋田県の後生掛温泉にある自然噴気.先の玉川温泉や大沼温泉な

どとともに八幡平北部の広い地熱地域の一部をなしている.�


